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はじめに
　本学ではここ数年500名前後の学生が毎年，教育実習を行っている。2004年度教育実習生よ
り，全員が，2003年度後期から実施されたクラス担任制による授業（「教育実習」）を履修して
いる。筆者は本学で教育実習のクラスを担当するのは初めてであるが，クラス担任制を実施す
ることにより，これまで以上に学生の姿が見えてきたというのが実感である。
　ところで，昨今，学生が変わったということをよく耳にする。また，本学では，教育実習を
履修する学生は最近，増加傾向にある。これらのことを考え合わせると，変化する学生の実際
の姿を把握することなしには，学外で2～3週間の実習を行うという教育実習の指導は難しく
なってきていると言えるだろう。
　学生の実際の姿の把握には，上述のクラス担任制は有益であるが，学生について得られる情
報が担任をするクラスの学生の情報に限られ，全体的な傾向はつかみにくくなるというデメリ
ットもある。このデメリットを補う方法の一つに，教職課程履修学生を対象にした調査が位置
づけられよう。
　これまで本学では，教育実習指導室が中心となり，毎年，教育実習を行った学生を対象にア
ンケート調査を行ってきており，学生への指導のあり方について貴重なデータを提供してきた
（増田，1999；増田・小泉，2000；増田，2001；野口・中嶋，2002；野口・大森，2003；野
口・大森，2004）。これらのアソケート調査のうち，2002年度に実施されたアンケート調査に
ついて，伊藤（2004）は，新たな視点から分析を加え，学生の傾向についていくつかの知見を
提示した。それらを簡単に示すと次の通りとなる。
　まず，第一に，学生の所属による「教育実習指導室の利用の有無・頻度」には差異は見られ
ないが，「教員採用試験の受験意思」及び「将来（5年以内）に教職に就く意思」には所属に
よる差異が見られ，文学部では両者とも意思のある学生が多く，農学部では両老とも少ない。
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　第二に，女子が男子より教育実習指導室を利用したことがある学生が多い傾向が見られる
が，それ以外の点では，性別による差異は見られない。
　第三に，「教育実習指導室の利用」がある学生や「教育実習指導室の利用頻度」が大きい学
生には「教員採用試験の受験意思」があるものが多い。「教育実習指導室の利用頻度」が大き
い学生には「将来（5年以内）教職に就く意思」があるものが多く，「教員採用試験準備講座」
に参加した学生には「5年以内に教職に就く意思」があるものが多い。
　これらを見ると，本学が設置している「教育実習指導室」や「教員採用試験準備講座」と教
職課程を履修している学生の教職への意思形成に関連があることが予想される。また，性別に
よる差異は比較的小さく，むしろ，学生の所属による差異が大きいことが指摘できる。
　ただし，これらの知見は単年度のアソケート調査に基づいたものであり，本学の教職課程履
修学生の傾向としてどの程度安定したものであるのか，あるいは，逆に，年度ごとに変化があ
るとすればどのような変化が見られるのか，といった点は未解明な問題として残っている。
　そこで，これらの点について示唆を得るために，1999～2003年度教育実習指導室アソケート
を新たな視点から再分析し，いくつかの示唆を得たので，ここに報告する。
方　法
　1．対象
　1999～2003年度に行われた過去5年分の教育実習指導室アソケートへの回答者のうち，アン
ケート用紙の回答の再検討が可能であったものを調査の対象とした。分析の対象となった回答
者の内訳を表1に示した。
表1　分析の対象となった学生の内訳
所　　　　　　　　　属
年度 ? ?
政経 文 理工 農 経営 院 科目 所属・ｫ別不明
?（??教育実
K実施
ﾒ数@（b）
分析対
ﾛ者の
ы〟
ia／b）
199921（10） 44（13） 66（20）231（105）61（13）45（23）10（0） 3（1） 1（0） 15 497 53692．7％
200019（5） 29（4）33（10）166（63）66（8）59（22）10（2） 1（0） 2（0） 14 399 43591．7％
2001 262 262 43160．8％
20021（7）33（14） 64（21）141（72）66（13）60（19）9（3） 10（2） 8（2） 42 454 53285．3％
20032（13）32（5）90（22）173（72）57（18）42（15）17（3） 5（1） 15（6） 18 489 51694．8％
計 2101245085．8％
注D（）内の数値は女子で内数。
注2）2001年度については，アソケート用紙に所属・性別をたずねる項目を設けなかったため，所属
　　別・性別の人数は不明となっている。
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　2．　分析項目の選定
　教育実習指導室アソケートは，学生と毎日接している教育実習指導室担当スタッフの当該年
度におけるテーマ・関心事についての情報を最大限得るために，毎年，少しずつ改訂が加えら
れている。本研究の目的の一つは，5年間の変化の様子を明らかにすることであり，できるだ
け多くの年度に共通している質問項目を選定する必要がある。このため，3年度以上にわた
り，意味内容的に等しい質問項目で，かつ，教職課程における教育に最も関連が深い「教育実
習指導室の利用の有無」，「当該年度教員採用試験の受験意思」，「将来（5年以内）教職に就く
意思」の3つを中心に分析を行うこととした。
　3．回答の整理
　上述の項目のうち，年度ごとに質問形式が異なるものについては，質問内容を吟味して，実
質的に同じ回答を示すものについては読み替えて分析の対象とした。具体的には，「将来（5
年以内）教職に就く意思」については，1999，2001，2002年度は「はい」，「いいえ」の2択形
式，2003年度は6択形式であったため，2003年度の回答を1999，2001，2002年度の該当選択肢
に読み替えた。
　4．分析方法
　アンケートの形式が，全ての学生に一律に回答を求める形式となっていない箇所があったこ
と，回答が未記入の質問項目もかなりあったため，分析ごとに有効回答数を設定した。また，
全体的な傾向の分析に際しては，『教職課程年報』（No．22～No．26）における教育実習指導室
アソケートの報告の数値をもとに行った。このため，分析ごとに有効回答数が異なり，厳密な
意味では分析手法には問題もあるが，利用しうる資料を最大限利用しながら，全体的な傾向を
知るという本研究の目的を優先させた。
　なお，回答の統計的処理にはSPSS　l　1．5J　for　Windowsを用いた。
結　果
　全体的な傾向，所属別の傾向，教職志望パターソ別の傾向についての分析を行った。なお，
男女別の傾向の分析については，男女で大きな差違が認められなかったこともあり，紙面の都
合から省略した。
1．全体的な傾向の分析
学生全体の「教育実習指導室利用者の推移」，「当該年度教員採用試験受験意思の推移」，「将
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来（5年以内）教職に就く意思の推移」を見たところ，図1のようになった。
　この図を見ると，教育実習指導室を利用したことがある学生は，1999年度で60数％であった
のが，2003年度には80％近くとなっており，年々増加傾向にあることが明確に見て取れる。ま
た，「教員採用試験受験意思ありの学生」は2000年度でおよそ40％だったものが，2003年度に
はおよそ45％となっており，ゆるやかに増加傾向にあることがうかがえる。「将来（5年以内）
教職に就く意思ありの学生」は，1999年度におよそ75％ほどであったのが，2003年度には50％
を割っており，減少傾向にあることがうかがえる。
　2．所属別の分析
　次にet学生の所属別に「教育実習指導室利用者の推移」，「当該年度教員採用試験受験意思の
推移」，「将来（5年以内）教職に就く意思の推移」を見たところ図2～4のようになった。な
お，この分析にあっては，大学院生，科目等履修生は対象者が非常に少ないため，分析の対象
から除外した。
　まず，所属別の「教育実習指導室利用者の割合の推移」（図2）では，学部により変動はあ
るものの，政経，商，文学部などは比較的割合が大きく，理工学部は増加傾向にあり，農学部
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図1　1999～2003年度アンケート調査における全体的な傾向の推移
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はやや減少傾向にあることがわかる。次に，所属別の「当該年度教員採用試験受験意思の推移」
（図3）であるが，図1で見たように，学生全体では漸増状態にあったものが，学部により，
「当該年度教員採用試験受験意思」に大きな差異が見られることがわかる。たとえば，商・政
経学部は低下傾向にあるが，法・理工・農学部は増加傾向にあり，文学部は比較的高いところ
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図2　所属別に見た教育実習指導室利用「あり」の学生の割合の推移
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図3　所属別に見た当該年度教員採用試験受験意思「あり」の学生の割合の推移
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図4　所属別に見た将来（5年以内）教職に就く意思「あり」の学生の割合の推移
で安定していることがうかがえる。さらに，所属別の「将来（5年以内）教職に就く意思の推
移」（図4）では，学生全体で減少傾向にあったことを反映し，各学部とも，軒並み減少傾向
にあることがうかがえる。農学部は，他学部に比べて割合が小さかったが，それがさらに小さ
くなっている。
　3．教職志望パターン別の分析
　学生の教職志望パターンごとの特徴を明らかにするために，「教員採用試験の受験意思」（あ
り／なし）×「将来（5年以内）教職に就く意思」（あり／なし）への回答パターン（2×2＝
4種類）別に分析を行うことにした。以下，「当該年度教員採用試験の受験意思」があり，か
つ「将来（5年以内）教職に就く意思」もある学生を「絶対教職志望群」，「当該年度教員採用
試験の受験意思」はあるが，「将来（5年以内）教職に就く意思」はない学生を「現在教職志
望群」，「当該年度教員採用試験の受験意思」はないが，「将来（5年以内）教職に就く意思」
はある学生を「将来教職志望群」，「当該年度教員採用試験の受験意思」がなく，かつ「将来
（5年以内）教職に就く意思」もない学生を「教職免許志望群」と略記する。
　まず，全学生を対象にして4組のパターンの割合を求めたところ，図5のようになった。こ
れを見ると，「絶対教職志望群」は3分の1強であるのに対し，「教職免許志望群」も3分の1
程度存在することがわかる。また，「将来教職志望群」は4分の1弱であり，「現在教職志望群」
は5．4％と全体からすると少数派であることがわかる。
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教職免許志望群
　　32．9％
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　　23．4％
絶対教職志望群
　　38．2％
現在教職志望群
　　5．4％
図「絶対教職志望群」
回「将来教職志望群」
囮「現在教職志望群」
ロ「教職免許志望群」
図5　教職志望パターン別の割合（2001～2003年度）
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図6　教職志望パターン別に見た割合の推移
　（3）年度別に見た教職志望パターソの推移
　教職志望パターンを年度別に見たものが図6である。これを見ると，「絶対教職志望群」は
減少傾向にあり，「教職免許志望群」は増加傾向にあることがうかがえる。特に，2003年度の
アンケート調査では，両者の割合の大小関係が逆転している。
　（4）所属別に見た教職志望のパターソの分析
一31一
　教職志望パターソを学生の所属別に見たものが図7である。これを見ると，科目等履修生は
「絶対教職志望群」が7割以上を占め，最もその割合が高いことがわかる。法・商・政経・文・
理工学部は「絶対教職志望群」が4割前後であるのに対し，農・経営学部及び大学院生は2割
前後と少数となっていることがわかる。
　（5）教職志望パターソ別に見た教育実習指導室利用の割合
　教職志望パターン別に見た教育実習指導室利用の割合を見たものが図8である。これを見る
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図7　所属別に見た教職志望パターンの割合
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図8　教職志望パターン別に見た教育実習指導室利用の割合
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と，「絶対教職志望群」の教育実習指導室利用の割合は80％を超えており，非常に高いことが
わかる。一方，「教職免許志望群」は4群の中で最も割合が低く，その割合は70％を割ってい
る。
考　察
　1．教職課程履修学生の全体的な傾向にっいて
　教育実習指導室の利用者は最近，増加傾向にある（図1）。これは教育実習の事前指導，教
職関連科目でのアナウンスなどを通じて，学生の間に教育実習指導室の存在とその機能，役割
に関する情報が浸透してきたことを意味しているものと思われる。また，当該年度教員採用試
験の受験意思がある学生の割合も増加傾向にあった。採用が厳しい状況の中，このような傾向
は，教職課程の一教員としては大変うれしいことである。
　これに対し，将来（5年以内）教職に就く意思は減少傾向が続いている。当該年度の教員採
用試験の受験意思と将来（5年以内）教職に就く意思とのこの「ねじれ現象」とでも言える状
況は，いったい何を意味しているのであろうか。この傾向をそのまま解釈すれば，学生は多く
の就職先の候補の一つとして「教職」を含めはするが，それはあくまで就職先の一つであり，
自分の将来を教職に限定してはいないということになろう。すなわち，とりあえず教員採用試
験も受験し，合格できれば教師になるが，ダメならスッパリ諦めるという意識があるのかもし
れない。
　しかし，図1からもわかるように，教員採用試験受験者のうち就職活動を行っている者の割
合には特別な傾向は見られない。教職課程の一教員としては，将来，教職に就く意思を持ち続
ける学生が減少傾向にあるのは寂しい気がする。なぜ，長期的なビジョソの中で教職への道を
考える学生が減少傾向にあるのかについては，今後，明らかにしていく必要があろう。
　2．所属別の傾向について
　所属別に教育実習指導室利用老の割合の推移を見ると，全体の傾向を反映し，比較的割合が
高いか，増加傾向にある学部が多かった（図2）。これに対し，農学部は減少傾向にあるのが
目立っている。伊藤（2002）では，農学部の教職課程履修学生について，教職に就く意思が形
成されにくい可能性を指摘しているが，全体的な教職への意思の低下がここに表れていると考
えられる。
　所属別に見た教員採用試験の受験意思の推移で気になるのは，商学部，政経学部である。こ
れらの学生は全学生の傾向とは逆に，当該年度教員採用試験の受験率が急激に下がっている
（図3）。一方で，教育実習指導室は比較的多くの学生が利用している。これらの学部の学生に
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は，教職に就くこととは関係なく教育実習指導室を利用しているものが多くなりつつあるよう
である。
　所属別に見た将来（5年以内）教職に就く意思は，全体的な傾向と同様に，全ての学部で低
下傾向にあることが明らかになった（図4）。したがって，将来，教職に就く意思が低下して
いることは，明治大学の学生全体の傾向であると考えられる。先ほど，農学部について教職へ
の意思が形成されにくい可能性を指摘したが，長いスパソで見ると，この傾向は明治大学全体
の傾向であると言えそうである。教職課程の一教員としては，この問題について早急に対策を
講じる必要性を感じる。
　3．　教職志望パターン別の傾向
　教職志望パターソ別の分析では，「絶対教職志望群」が「教育実習指導室利用の割合」が高
く，「教職免許志望群」においてその割合が低かった（図8）。すなわち，教職志望の強さに比
例して，利用の割合が高まるように思われた。したがって，教職への志望意思と教育実習指導
室の利用には何らかの関連性があると考えてよいであろう。特に，「絶対教職志望群」は8割
以上が教育実習指導室を利用しており，教育実習指導室は，教職に関する諸情報，諸資料を得
るための有益な「教職リソース」（伊藤，2004）となっている可能性が高いと言える。一方，
当然ではあるが，現在も将来も教職に就くことはない，教職への志望意思が小さい学生の利用
割合は相対的に低い。彼らにとっては，授業の課題をクリアするための，あるいは，教育実習
をクリアし，無事に免許を取得するために最低限利用する場となっていると思われる。
　教職志望パターソ別の割合では，「絶対教職志望群」と「教職免許志望群」がおよそ3分の
1ずつであり（図5），このことは本学の教職課程履修学生が，現状として，教職志望の意思
が強い学生とその意思が全くない学生に大きく二分されることを意味している。とりあえず実
習当該年度のみ教員採用試験を受けるという学生は案外少なく，教職をめざすことは試みる
が，教職への意思は弱い学生はきわめて少ないと言える。一方，「将来教職希望群」は4分の
1程度と比較的多い。これは，おそらく，近年の教員採用の動向を踏まえた上での進路選択で
あり，すなわち，まずは社会人として社会経験を積み，その社会経験を武器にいずれ教職に就
くことを考える学生も多いことを示すのであろう。今後は，このような「将来教職希望群」の
学生への支援も視野に入れた教育に力を注ぐ必要があると言えるだろう。2005年度に開設され
るの大学院臨床人間学専攻課程は，こうした役割も負うことができるかもしれない。
　しかし，注目すべきは，2003年度のアンケートにおいて，「教職免許志望群」が「絶対教職
志望群」の割合を追い抜くという「逆転現象」が起きていることである。最近の学生の資格志
向が後押ししているとは言え，この現象は見逃すことはできない。実際に教職に就くことがで
きるか否かは教員採用試験との相性など，時の運も影響を与えることであるが，そもそもの志
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望の段階で志望者の割合が非志望者の割合より少ないということは由々しき事態と言えるかも
しれない。しかも，「絶対教職志望群」の割合は年々低下している。藤原（2004）は，教員採
用試験合格者を対象にした調査から，「教員採用試験合格者は，通常の職業選択に比べ，小学
校の高学年という非常に早い時期に進路決定し，教師への強い積極的な動機に基づく準備をし
てきた」ことを指摘している。以下は，仮定の話であるが，もし，本学の教職課程の学生の中
に，教職志望の意思が大学入学後4年間で徐々に低下する学生が一定程度存在するのであれ
ば，こうした学生への対応を考える必要がある。例えば，教職志望者のモチベーションを維持
するために講演会やワークショップを行ったり，教職のキャリア開発支援等に力を注ぐ必要性
があると言えるだろう。その際は，教職志望群の割合が低かった農・経営学部及び大学院生に
特に配慮した方法とする必要があろう。
　先に提出された「人間力向上のための今後の教育の構造改革の方向性について（第一次まと
め）」（これからの教育を語る懇談会，2004）における「教員改革」においては，「高い使命感
と指導力を持つ教員を養成する」ことが大きな柱となっている。本学がこれまで多くの教師を
教壇に送り出してきたことは事実である。その背景には教職課程の教員・職員の創意工夫と，
現に教職に就いている卒業生による本学の教職課程の教育への協力・支援があったことは間違
いない。既に本学で行われている教員採用試験準備講座（小谷，2000）に加えて，今後は，学
生の教職志望の意思の育成により力を入れることが必要となろう。
〈謝辞〉教育実習指導室で日々，学生への対応にあたっている野口朋子さん，大森春菜さんに
は，お忙しい中，アンケートの整理等に関して多大なご協力をいただきました。心より御礼申
し上げます。
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